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１ 背景と目的 

認知症とは、慢性あるいは進行性の脳疾患によって生じ、

多数の高次脳機能障害からなる症候群である。認知症の重

症度を分類した臨床認知症尺度では、健康、軽度認知障害、

軽度認知症、中等度認知症、重度認知症と５段階に分類さ

れ、軽度認知症までは基本的日常生活動作が自立している。

加えて、軽度認知障害は認知症に至る前駆期、初期とされ

ることから、本研究では臨床認知症尺度の軽度認知障害と

軽度認知症を合わせて“軽度認知症”と定義した。 

認知症の根本治療は未確立であり、中核症状である記憶

障害等の認知機能の改善は難しい。一方で、認知機能低下

に伴い二次的に生じる抑うつや睡眠障害等の行動・心理症

状は、社会参加の継続により予防・軽減でき得ることから、

認知症の人の社会参加を継続する支援は重要である。近年、

就労的活動が認知症の人の生活の質を改善する可能性が明

らかにされつつある。しかし、軽度認知症の人が就労的活

動に参加する実践例は一部に留まる。その要因の一つに、

軽度認知症の人の就労的活動の受け入れ先となる企業等の

事業所の不足があるが、受け入れ事業所を対象とした認知

症の人の就労的活動についての調査は少ない。 

事業所職員を対象とした事前調査1）では、“認知症の人

に対する態度（以下「認知症態度」という。）が肯定的で

あること”と“軽度認知症の人の就労的活動への関心（以

下「関心」という。）の高さ”と“軽度認知症の人の就労

的活動の実現可能性（以下「実現可能性」という。）の高

さ”は、それぞれ正の相関が示された。しかし、一部の事

業所職員はそれと異なり、認知症態度が肯定的で、関心が

高いにもかかわらず、実現可能性が低かった。認知症態度

や関心は、変えることが容易ではないことから、今後実践

を促進するために、これら以外の実現可能性に関連する要

因を明らかにすることが必要である。 

本研究の目的は、“認知症態度が肯定的”であり、“関

心が高い”にもかかわらず、“実現可能性が低い” 事業

所職員の軽度認知症の人の就労的活動の導入に対する認識

を明らかにし、実装に向けた示唆を得ることである。 

 

２ 方法 

(1) 研究デザイン 

半構造化インタビューによる質的記述的研究 

(2) 対象 

事前調査1）で、①認知症態度尺度が46点以上、②関心が

10点満点中５点以上、③実現可能性が10点満点中５点以下

のすべての基準を満たした事業所職員３名とした。性別は、

女性１名、男性２名、年代は、30～40歳代であった。３名

共に、管理的役割を担い、業種は医療福祉であった。 

(3) 調査方法 

データ収集は、筆者がインタビュアーとなりインタビュ

ーガイドを基に行った。インタビューガイドは、実装研究

のための統合フレームワーク；Consolidated Framework 
for Implementation Research2)（以下「CFIR」という。）

の一部を参考に作成した。本研究における就労的活動の定

義は、通所介護利用者である認知症の人が、通所介護の職

員と一緒に小グループで行う有償・無償のボランティア活

動で、雇用契約はなく１回あたり１時間程度行うもの3）と

した。インタビューは対象者の勤務時間内に、対象者１人

に対して２回実施した。 

データ分析は、１回目のインタビューを録音した音声デ

ータから、逐語録➀を作成し、対象者毎にCFIRの枠組み

に沿って整理した。２回目のインタビューでは、“CFIR
の枠組みに沿って整理した内容の確認”と“不明瞭な点に

関する質問”をした。後者は録音され、逐語録➁を作成し

た。続いて、CFIRの枠組みに沿って整理した内容の確認

を受けたデータと、逐語録➁を１文毎にユニット化し、ユ

ニットにコード名を付けた。ユニットにコード名を付ける

際にユニット内のテキストを解釈せず忠実にコード名に反

映させた。次に、類似性と差異性から比較検討し、それに

基づいて整理・分類しカテゴリ化を行い、カテゴリを説明

する概念を付した。そして、概念をCFIRの枠組みに沿っ

て分類した。一連の分析の厳密性を高めるために、分析の

段階毎に質的研究者のスーパーバイズを受け検討した。 

(4) 倫理的配慮  

本研究は神戸大学大学院保健学倫理委員会の承認を得て、

対象者の同意を得た上で実施した(承認番号1065-1号)。 

 

３ 結果・考察 

最終的に239個のコードから、44個の概念が生成され、

５個のCFIRの構成要素に分類された。以下、概念名は

［］，CFIRの構成要素名は【】で示した。認知症態度が 
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肯定的で、関心は高いが、実現可能性は低い者の軽度認知

症の人の就労的活動の導入に対する認識は【知識】【スキ

ル】【職場へ導入した場合の評価】【同僚から得られた個

人的経験に基づく主観的意見】【価値観】というCFIRの

構成要素に分類・位置づけられた（図１）。 

【知識】については、［話題に出ず知らない］［軽度認

知症の人の就労的活動を知らない］などと、話題にすら出

ておらず、軽度認知症の人の状態や就労的活動について知

識がない状態であった。 

【職場へ導入した場合の評価】については、［楽になる

より負担の方が大きい］と語られた。肯定・否定的評価を

対比すると、［認知症の人によい］は、［認知症の人の心

理的負担増加］により打ち消され、［職員の業務軽減］は、

［職員の業務増加］により打ち消されていると推察された。

これらのことから、肯定的評価よりも否定的評価の方が大

きいことが実現可能性を低くしていると考えた。 

【同僚から得られた個人的経験に基づく主観的意見】に

は、［職員の反対勢力］などの職員の理解を得る難しさが

語られた。これらは、対象者の“管理的役割”という立場

が影響している可能性がある。一方、【価値観】では、

［個人的にはやったらよい］が３人に共通していた。した

がって、個人的に行うのではなく、“管理的役割”として

軽度認知症の人の就労的活動を職場に導入する難しさが、

実現可能性を低くしていると考えられる。 

その他の【価値観】には、［認知症の人が楽しくなかっ

たらやる意味がない］など、福祉職としての経験、倫理観

や理想が反映されていた。理想と現実の乖離は、失望や不

満足を引き起こすとされており、対象者の高い理想が否定 

 

的評価や否定的意見の背景となっている可能性がある。 

以上から、事業所職員の認識は、軽度認知症や就労的活

動について知らない状態に加え、肯定的評価よりも否定的

評価の方が大きく、管理的役割という立場で職場へ導入す

る難しさを感じており、これらは福祉職特有の価値観に下

支えされていた。 

【知識】は、変化しづらい【価値観】や、同僚という外

部要因に影響される【同僚から得られた個人的経験に基づ

く主観的意見】から独立しており、より一般化しやすく、

実装に向けて最も取り組みやすいと考える。したがって、

事業所職員が“軽度認知症やその人となり”と“前例から

ノウハウやよい結果”を知ることにより、［職員の業務増

加］［その他の人々の心理的負担増加］という否定的評価

が変化し、円滑に導入できる可能性がある。 

本研究の限界として、対象者の所属は、全て医療福祉施

設であることに加え、対象者は、管理的役割、福祉職、認

知症態度が肯定的という特性があり、その他の特性を持つ

者には、本研究の結果を適用できない可能性がある。  
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図１ 軽度認知症の人の就労的活動の導入に対する認識（CFIRの枠組み） 
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